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平成13年10月１日施行の商法改正により、当社の１単位の株式数（1,000株）
は１単元の株式数（1,000株）に変更になりました。
なお、単元未満株式の買取手続きは、単位未満株式の買取手続きと同様です。



株主のみなさまへ
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株主のみなさまにおかれましては、ますますご清栄のこととお喜び申し上げま

す。また、平素より私ども長野日本無線をお引き立ていただき、誠にありがとう

ございます。

石川幸雄前社長の後を引き継ぎ、このたび、定時株主総会ならびに取締役会に

おいて代表取締役社長に就任いたしました田中章博でございます。

当社は現在、きわめて厳しい経営状態におかれておりますが、これまで当社が

培ってきた技術や生産体制をもとに新製品が実ろうとしている時期にさしかかっ

ております。この新たな発展に向けた経営再建実行の年に、社長の重責を担わせ

ていただくことを、身の引きしまる思いで受けとめております。

ここに第78期の営業の概況等につきましてご報告申し上げます。

第78期においては、会社創立以来最大の損失を計上し、配当を見送らせていた

だきましたことを先ず、株主のみなさまに衷心よりお詫び申し上げます。

このような業績低下は、経営環境の悪化が大きく影響してはいるものの、当社

の脆弱な企業体質に起因しているものと分析しております。現在、一刻も早く利

益のでる体質に転換を図るべく、再建計画を策定し実行に移しております。第79

期は当社にとって試練の年であり、再建策の推進と実現が私の最大の使命である

と考えております。

株主のみなさまにおかれましては、今後とも変わらぬご理解とご支援を賜りま

すようお願い申し上げます。

平成14年６月

当期の経済状況は、米国を中心とする世界経済の急激な減速に伴い、日本経済

も大きく落ち込み、需要の低迷、価格競争の激化、設備投資の削減ならびに雇用

不安等から生じた個人消費の伸び悩みが続くなど、厳しいものとなりました。

電子通信機器業界では、IT関連の落ち込みが特に激しく、通信インフラ関係を

はじめ、パソコンや携帯電話の需要減少の影響を受け、製品価格の下落が加速し

非常に厳しい状況で推移いたしました。

このような経営環境の下、当期の受注高は450億３千５百万円と前期に比べ66

億２千５百万円（12.８％）減少し、売上高は460億８千９百万円と前期に比べ52

億６千５百万円（10.３％）減少いたしました。

利益につきましては、海外生産の推進、派遣社員の大幅削減、人件費の削減な

ど変動費と固定費の削減に努めましたが、売上高の減少と価格下落による利益率

の低下、また一部の機種における仕様変更に伴う追加費用が多額に発生したこと

により、経常損失は36億２千８百万円（前期は経常利益15億２千４百万円）とな

りました。また、たな卸資産の販売可能性について改めて検討した結果、たな卸

資産整理損を特別損失に計上したことが影響し、当期損失は53億７千１百万円

（前期は当期利益４億３千１百万円）となりました。

今後の見通しにつきましては、国内外の景気動向に若干ながら回復の兆しは見

え始めたものの厳しい状況が続くと思われます。

当社はこのような環境下において、早期の業績回復と経営を再建するため、事

業の選択と集中、営業力と技術力の強化、適正人員の見直し、利益管理に適した

組織の再構築を柱とした事業構造の改革と、材料費および外注費の低減と人件費

および経費の削減、財務体質の強化を中心とした改革を強力に推進する所存であ

ります。

代表取締役社長

営業の概況



部門別売上高の概況
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ネットワーク端末機器を中心とした情報機
器および衛星関連機器は増加いたしましたが、
公共事業に関する機種を中心とした無線通信
機器および特殊機器などが減少いたしました。
この結果、この部門全体では、136億９千９
百万円となり、前期に比べて、１千４百万円
（0.1％）の増加となりました。

電源装置 電子部品

コピー機を中心とした画像記録機器は増加
いたしましたが、情報端末などの情報システ
ム機器は減少いたしました。
この結果、この部門全体では、118億６千

９百万円となり、前期に比べて、２億１千６
百万円（1.8％）の減少となりました。

標準電源は増加いたしましたが、パソコン
用ACアダプタおよび携帯機器用充電器など
が主力のOA電源が大幅に減少いたしました。
また通信機器用電源などが中心の産業機器用
電源も減少いたしました。
この結果、この部門全体では、125億３千

２百万円となり、前期に比べて、51億６千万
円（29.2％）の減少となりました。

自動車用ABSセンサおよび光デバイスは増
加いたしましたが、トランス、フィルタなど
の電子部品は減少いたしました。
この結果、この部門全体では、79億８千８
百万円となり、前期に比べて、９千７百万円
（1.2％）の増加となりました。

通信電子機器 OA機器

第75期 

第76期 

15,674

第77期 

第78期 

単位：百万円 

13,938

13,685

13,699

第75期 

第76期 

第77期 

第78期 

単位：百万円 

8,624

9,504

12,085

11,869

第75期 

第76期 

20,694

第77期 

19,222

第78期 

17,692

単位：百万円 

12,532

第75期 

第76期 

6,452

第77期 

7,345

第78期 

7,891

単位：百万円 

7,988

第78期 
総売上高 
460億円 

通信電子機器 
29.7％ 

電子部品 
17.3％ 

電源装置 
27.2％ 

OA機器 
25.8％ 

部　門　別　売　上　構　成

部門別売上高の推移

13,699

11,869

12,532

7,988

46,089

15,674

8,624

20,694

6,452

51,445

第78期第75期

通 信 電 子 機 器

Ｏ Ａ 機 器

電 源 装 置

電 子 部 品

合 計

第76期 第77期

13,938

9,504

19,222

7,345

50,011

13,685

12,085

17,692

7,891

51,354

（単位：百万円）
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業績の推移

個別決算 連結決算

主な経営指標

46,089

△ 3,628

△ 5,371

△ 175.20

49,486

6,564

51,445

1,808

853

29.02

39,453

10,488

平成13年度平成10年度

売　　　上　　　高 （百万円）

経 　 常 　 利 　 益 （百万円）

当 　 期 　 利 　 益 （百万円）

１株当たり当期利益 （円）

総　　　資　　　産 （百万円）

純　　　資　　　産 （百万円）

平成11年度 平成12年度

50,011

1,911

215

7.29

44,419

10,981

51,354

1,524

431

14.12

57,271

11,319

主な経営指標

52,039

△ 3,568

△ 5,370

△ 175.16

49,961

7,139

54,005

1,868

882

30.00

40,355

10,635

平成13年度平成10年度

売　　　上　　　高 （百万円）

経 　 常 　 利 　 益 （百万円）

当　期　純　利　益 （百万円）

１株当たり当期純利益 （円）

総　　　資　　　産 （百万円）

純　　　資　　　産 （百万円）

平成11年度 平成12年度

51,804

1,950

231

7.86

45,179

11,148

57,114

1,717

569

18.63

58,656

11,640

売上高・売上高経常利益率 単位：％ 
単位：百万円 

平成10年度（第75期） 3.5

平成11年度（第76期） 

51,445

3.8

平成12年度（第77期） 

50,011

3.0

平成13年度（第78期） 

51,354

▲7.9 46,089

経常利益 単位：百万円 

平成10年度（第75期） 

平成11年度（第76期） 

平成12年度（第77期） 

平成13年度（第78期） 

1,808

1,911

1,524

△3,628

当期利益 単位：百万円 

平成10年度（第75期） 

平成11年度（第76期） 

平成12年度（第77期） 

平成13年度（第78期） 

853

215

431

△5,371

売上高・売上高経常利益率 単位：％ 
単位：百万円 

平成10年度（第75期） 

平成11年度（第76期） 

54,0053.5

平成12年度（第77期） 

51,8043.8

平成13年度（第78期） 

57,1143.0

52,039▲6.9

経常利益 単位：百万円 

平成10年度（第75期） 

平成11年度（第76期） 

平成12年度（第77期） 

平成13年度（第78期） 

1,868

1,950

1,717

△3,568

当期純利益 単位：百万円 

平成10年度（第75期） 

平成11年度（第76期） 

平成12年度（第77期） 

平成13年度（第78期） 

882

569

△5,370

231
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個別財務諸表

損益計算書

7

（単位：千円）

46,089,422

46,089,422

49,709,058

44,847,965

4,861,092

3,619,635

421,970

60,275

194,370

134,247

33,077

430,636

306,814

49,653

32,278

41,889

3,628,301

414,766

153,696

251,846

9,223

2,281,710

1,591,030

675,982

14,697

5,495,245

16,570

180,639

△ 320,938

5,371,516

413,529

4,957,987

科　　　目
金　　額

平成13年4月 1 日から
平成14年3月31日まで

（経常損益の部）

営 業 損 益 の 部

営 業 収 益

売 上 高

営 業 費 用

売 上 原 価

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 損 失

営業外損益の部

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ・ 配 当 金

受 取 賃 貸 料

為 替 差 益

そ の 他 営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

売 上 債 権 売 却 損

社 債 発 行 費

そ の 他 営 業 外 費 用

経 常 損 失

(特別損益の部)

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

収 用 補 償 金

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

た な 卸 資 産 整 理 損

退職給付会計基準変更時差異処理額

そ の 他 特 別 損 失

税引前当期損失

法人税、住民税及び事業税

過年度法人税住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 損 失

前 期 繰 越 利 益

当期未処理損失

（ ）

貸借対照表

科　　　目

36,938,110

3,176,829

1,583,561

15,125,593

7,483

2,346,490

1,393,469

10,087,219

55,726

2,914,831

274,507

△ 27,603

12,548,376

7,759,365

2,440,972

147,265

727,141

17,152

628,968

3,792,112

5,752

45,591

4,718

40,872

4,743,419

973,034

2,053,530

164,714

1,132,061

452,037

△ 31,958

49,486,486

金　　額
（平成14年3月31日現在）

33,283,887
7,703,934
4,880,066

19,322,000
8,780

415,243
163,727
308,788
187,369
53,535

240,442
9,637,727
1,965,020
2,440,360
500,000

3,989,476
157,020
579,620

6,230
42,921,615

3,154,220
2,632,536
2,350,840
281,696
808,925
33,179

4,924,807
433,507

4,491,300
4,957,987

（5,371,516）
2,778
△ 409

6,564,871
49,486,486

（単位：千円）

( 資 産 の 部 )

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

有 価 証 券

製 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

仕 掛 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他 流 動 資 産

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

工 具 器 具 及 び 備 品

土 地

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 等

投 資 有 価 証 券

子 会 社 株 式 ・ 出 資 金

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 投 資 等

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

科　　　目 金　　額
（平成14年3月31日現在）

( 負 債 の 部 )

流 動 負 債

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

一年内返済予定長期借入金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

前 受 金

設 備 等 支 払 手 形

そ の 他 流 動 負 債

固 定 負 債

社 債

転 換 社 債

長 期 借 入 金

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

( 資 本 の 部 )

資 本 金

法 定 準 備 金

資 本 準 備 金

利 益 準 備 金

再 評 価 差 額 金

欠 損 金

任 意 積 立 金

固 定 資 産 圧 縮 積 立 金

別 途 積 立 金

当 期 未 処 理 損 失

（ う ち 当 期 損 失 ）

評 価 差 額 金

自 己 株 式

資 本 合 計

負 債 及 び 資 本 合 計

損失処理

4,957,987,425

4,491,300,000

466,687,425

466,687,425

摘　　　要 金　　額

当 期 未 処 理 損 失

別 途 積 立 金 取 崩 額

合　　　計

これを次のとおり処理します。

次 期 繰 越 損 失

（単位：円）

（注記）１．子会社との取引高
売 上 高 193,732千円
仕入高等 14,995,329千円
営業取引以外の取引高 270,978千円

２．記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

（注記）１．子会社に対する短期金銭債権 3,050,586千円
２．子会社に対する長期金銭債権 108,000千円
３．子会社に対する短期金銭債務 3,156,058千円
４．有形固定資産の減価償却累計額 11,497,209千円
５．商法第290条第１項第６号に規定されている時価を付したこ
とにより増加した純資産額は811,703千円であります。

６．記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結財務諸表

9

連結貸借対照表の要旨 （単位：千円）

38,549,399

4,312,334

17,822,838

15,735,118

711,114

△ 32,005

11,411,767

8,667,841

109,673

2,634,251

49,961,167

32,992,945

11,510,563

19,814,547

1,667,834

9,693,274

1,965,020

2,440,360

500,000

4,017,613

770,280

42,686,219

135,744

3,154,220

2,350,840

808,925

528,061

2,778

294,785

△ 409

7,139,202

49,961,167

科　　　目 金　　額
（平成14年3月31日現在）

Ⅰ 流 動 資 産

１ 現 金 及 び 預 金

２ 受取手形及び売掛金

３ た な 卸 資 産

４ そ の 他

５ 貸 倒 引 当 金

Ⅱ 固 定 資 産

１ 有 形 固 定 資 産

２ 無 形 固 定 資 産

３ 投 資 そ の 他 の 資 産

資 産 合 計

Ⅰ 流 動 負 債

１ 支払手形及び買掛金

２ 短 期 借 入 金

３ そ の 他

Ⅱ 固 定 負 債

１ 社 債

２ 転 換 社 債

３ 長 期 借 入 金

４ 退 職 給 付 引 当 金

５ そ の 他

負 債 合 計

少 数 株 主 持 分

Ⅰ 資 本 金

Ⅱ 資本準備金

Ⅲ 再評価差額金

Ⅳ 連結剰余金

Ⅴ その他有価証券評価差額金

Ⅵ 為替換算調整勘定

≈ 自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

連結損益計算書の要旨 （単位：千円）

52,039,796

49,737,728

2,302,067

5,759,450

3,457,382

329,849

43,273

58,810

227,765

441,438

309,403

52,223

79,811

3,568,971

414,766

153,696

251,846

9,223

2,297,684

682,112

1,600,874

14,697

5,451,889

266,601

△ 329,062

18,969

5,370,458

科　　　目
金　　額

平成13年4月 1 日から
平成14年3月31日まで

Ⅰ 売 上 高

Ⅱ 売 上 原 価

売 上 総 利 益

Ⅲ 販売費及び一般管理費

営 業 損 失

Ⅳ 営業外収益

1 受 取 利 息 ・ 配 当 金

2 受 取 賃 貸 料

3 そ の 他

Ⅴ 営業外費用

1 支 払 利 息

2 売 上 債 権 売 却 損

3 そ の 他

経 常 損 失

Ⅵ 特 別 利 益

1 固 定 資 産 売 却 益

2 収 用 補 償 金

3 そ の 他

Ⅶ 特 別 損 失

1 退職給付会計基準変更時差異処理額

2 た な 卸 資 産 整 理 損

3 そ の 他

税金等調整前当期純損失

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 失

当 期 純 損 失

（注記）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

（注記）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

（ ）

連結剰余金計算書の要旨 （単位：千円）

6,077,759

122,639

56,600

5,370,458

528,061

科　　　目
金　　額

平成13年4月 1 日から
平成14年3月31日まで

連 結 剰 余 金 期 首 残 高

配 当 金

取 締 役 賞 与 金

当 期 純 損 失

連 結 剰 余 金 期 末 残 高

（注記）記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

（ ）

会社概要
（平成14年3月31日現在）

設 　 立 昭和24年10月１日
資 本 金 31億5,422万円
従　業　員　数 1,009名
主要な事業内容 通信電子機器、OA機器、電源装置、電子部品
主要な営業所および工場
営　業　所

海外駐在員事務所 フランクフルト　パリ　サンノゼ　ニューヨーク

工　　　　場

国 内 子 会 社

海 外 子 会 社

ナ ガ ニ チ 物 流 株 式 会 社
ナガニチシステム株式会社
ナガニチデバイス株式会社
飯 山 日 本 無 線 株 式 会 社

長野日本無線エンジニアリング株式会社
ナガノコミュニケーションズ販売株式会社
ナガノビジネスサービス株式会社

本社事務所（長野市）
東 京 支 社（渋谷区）
三鷹営業所（三鷹市）
大阪営業所（大阪市）
藤沢営業所（藤沢市）

立川営業所（立川市）
郡山営業所（郡山市）
名古屋営業所（名古屋市）
福岡営業所（福岡市）

本 社 工 場（長野市） 飯 山 工 場（飯山市）

長野日本無線（香港）有限公司
恩佳昇（連雲港）電子有限公司

北京新速電子通信設備有限公司

役　　員
（平成14年6月27日現在）

代 表 取 締 役
取 締 役 社 長

代 表 取 締 役
常 務 取 締 役

常 務 取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役

田 中 章 博

竹 内 良 一

吉 田 武 弘
中 西 道 雄
指 田 禎 一
芳 賀 康 彦
宮 崎 盛 行
中 山 勝 博
伊 東 　 尚

取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
取 締 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
常 勤 監 査 役
監 査 役

牟 田 忠 弘
勅使河原 　 　 　 治
若 狭 市 博
宇 野 聖 文
竹 内 英 夫
飯 田 洋 克
中 村 英 男
吉 田 劭 文
岡 島 一


